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例） 第２編第８章 河川維持「天端補修工」

の規定

現 行 「請負者は，補修面を平坦に整正した

後，補修材を均等に敷均さなければな

らない。」

（施工上必要な技術的要求事項の一層

の明確化を図る。）

↓

改定案 「請負者は，補修面を平坦に整正した

後，補修材を均等に敷均し締固めなけ

ればならない。」

１． はじめに

土木工事共通仕様書は発注者と受注者間で交わ

される契約図書の一部であり，各建設作業の順

序，使用材料の品質，数量，仕上げの程度，施工

方法等工事を施工するうえで必要な技術的要求，

工事内容を説明したものです。

共通仕様書は昭和４３年に制定して以来，必要に

応じ改正を重ねてきたところでありますが，今般

の技術的動向を踏まえ改正を行いました。

２． 改定内容

� 工事工種体系との整合

現在，積算の体系が工事工種の体系化を実施し

ており，この体系に整合するよう，出来形管理基

準，写真管理基準も工事工種の体系化を実施して

います。共通仕様書もこの体系に沿って逐次その

整備を進めており，今回の改定では，平成１２年度

版工事工種体系に沿った構成とし，「地下横断歩

道」「地下駐車場」「RC橋脚鋼板巻立て工（無収

縮モルタル）」を新たに追加しました。

（工事工種の体系化とは，工事内容について，階

層的に工種を細分類していくことにより，工事の

標準的な構成内容を規定するとともに，用語や契

約にかかわる表示単位についても標準的に規定し

たもの。）

� 契約条件の明確化

共通仕様書の規定について，「現場での運用を

通じて，より一層明確化を図る必要があるもの」

および，「関連技術基準類の規定内容を分析し，

より一層条件の明確化を図る必要があるもの」等

を対象に，その明確化を図りました。

� 土木コンクリート構造物耐久性検討委員会

の提言を踏まえた対応
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例２） 第１編第５章 鉄筋，無筋コンクリー

トの規定

新 規 「請負者は，レディーミクストコンク

リートの品質を確かめるための検査を

JIS A５３０８により実施しなければなら

ない。なお，生産者等に検査のための

試験を代行させる場合は請負者がその

試験に臨場しなければならない。また

現場練りコンクリートについても，こ

れに準ずるものとする。」

（現場での作業の分業化に対して，共

通仕様書で責任分担を明確にした。）

例３） 第１編第１章 総則「用語の定義」の

規定

現 行 「書面とは，手書き，印刷等の伝達物

をいい，発行年月日を記載し，署名又

は押印したものを有効とする。」

改定案 「書面とは，手書き，印刷等の伝達物

をいい，発行年月日を記載し，署名又

は押印したものを有効とする。

�電子納品を行う場合は，別途監督職

員と協議するものとする。」

土木コンクリート耐久性検討委員会の提言を踏

まえ，モデル設計，モデル工事等を伴う検討項目

を除き，対応可能なものから共通仕様書に反映さ

せました。

・骨材の品質やコンクリートの配合，圧縮強度試

験の実施に関する規定の明確化。

・平成１１年版コンクリート標準示方書（施工編）

－耐久性照査型－の規定内容の追加。

� 旧労働省による「ずい道建設工事における

粉じん対策に関するガイドライン」策定を踏

まえた対応

トンネル工事における粉じん対策を目的に，掘

削，ずり積み，ロックボルトの取付け，コンクリ

ート等の吹付け等の実施に伴い粉じんの発生する

作業に関する規定を定めたガイドラインが平成１２

年１２月２６日に旧労働省において策定されたことを

受けた対応を行いました。

� 新規制定された JIS 規格の位置付け

平成１２年度に新規制定された JIS 規格につい

て，その利用頻度，技術的必要性等を踏まえて，

共通仕様書において明記しました。

・JIS A５５２３（溶接用熱間圧延鋼矢板），JIS A

１１４５（骨材のアルカリシリカ反応性試験方法

（化学法）），JIS A１１４６（骨材のアルカリシリ

カ反応性試験方法（モルタルバー法））

� 平成１３年度から一部で始まる電子納品への

対応

平成１３年度においては，３億円以上の工事で電

子納品を行うことになっているため，対象工事に

おいては「書面」に関する規定を別途監督職員と

協議するように，仕様書を改正しました。

３． ホームページへの掲載

全文は国土交通省ホームページに掲載する予定

です。同時に，共通仕様書に対する意見募集も引

き続き行います。

（国土交通省ホームページアドレス：http : //

www.mlit.go.jp/tec/index.html）

４． おわりに

今後とも，関係技術基準の改定など技術的動向

を的確に踏まえ，必要に応じて共通仕様書の改正

を行っていく予定です。
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